
26 福岡都市高速道路環状線における循環バス導入の提案と需要推計に関する研究

表 25　パターン４の推計結果（自動車、15分）
                   　D
 O 野芥 - 堤 半道橋 - 博多駅東 愛宕 - 福重

野多目ランプ入口 0 70 0
総トリップ 70

表 26　パターン４の推計結果（自動車、20分）
                   　D
 O 野芥 - 堤 半道橋 - 博多駅東 愛宕 - 福重

野多目ランプ入口 0 0 0
総トリップ 0

（５）パターン５

本パターンは、福岡外環状線沿線を運行する 700
番系統から野多目ランプ入口で循環バスに乗り換
え、西公園、百道、半道橋、博多駅東、愛宕、福
重方面に向かうものである。

公共交通機関利用者の需要推計結果は表 27 に示
すとおりであり、乗り換え時間５分の場合の本パ
ターンでの需要は 40 トリップとなった。なお、乗
り換え時間 10 分以上については、循環バス利用の
需要は０となった。また、自動車利用者については、
いずれの乗り換え時間でも需要は０であった。

表 27　パターン５の推計結果（公共交通、５分）
                   　D
 O 半道橋 - 博多駅東 西公園 - 百道 愛宕 - 福重

外環状沿線 40 0 0
総トリップ 40

５．３．考察

以上のように、第 4 回北部九州圏パーソントリッ
プ調査データをもとに需要推計を行った結果、循
環バス路線沿線に発着地があるトリップについて
は、従来も公共交通機関を利用しており、かつ循
環バスを利用することにより所要時間が短縮され
るトリップが 7,239 トリップと推計され、一定程度
の需要が見込まれることが明らかになった。これ
に他の公共交通機関との乗り継ぎによる需要を加
えると、その乗り継ぎ時間が 5 分の場合では、合
計 7,795 トリップと推計された。

また、自動車利用トリップの中で、循環バスを
利用することにより所要時間が短縮されるものに
ついてみると、循環バス路線沿線に発着地がある

トリップでは 2,378 トリップが該当し、他の公共交
通機関との乗り継ぎによる需要を加えると、その
乗り継ぎ時間が 5 分の場合では、合計 2,678 トリッ
プと推計された。所要時間が短縮されればすべて
の自動車の需要が公共交通に転換するとはいえな
いものの、これらは潜在需要であり、過度な自動
車利用から公共交通等を適切に利用するよう行動
変容を促すモビリティマネジメント等の施策を実
施することにより、転換の促進が期待できるであ
ろう。

ここで、都市高速環状線を利用した循環バスを
導入する上で、その運行本数も成否のポイントと
なるが、推計されたトリップ数を勘案すれば、あ
る程度の頻度で運行することが可能であると考え
られ、このことからも、実現の可能性は十分にあ
るといえる。

６．おわりに
本研究は、福岡都市高速道路環状線に循環バス

を導入することを提案し、その需要を推計した。
その結果、当該ルートに循環バスが導入されると、
一定程度の需要が見込まれることが確認できた。

今後の課題として、都市高速の通行料金の問題
が挙げられる。すなわち、本研究で提案する循環
バスは都市高速を何度も乗り降りすることから、
通常どおり高速料金を支払うと、大きな経済的負
担となる。そこで、循環バスの性格を考慮した高
速料金制度の検討が必要となる。

また、本研究では所要時間のみに着目したが、
循環バスへの転換需要は運賃設定の影響も大きく
受けると考えられることから、この点についても
今後の課題とする。

参考文献
１）福岡北九州高速道路公社 HP
 http://www.fk-tosikou.or.jp/
２）西日本鉄道株式会社 HP
 http://www.nishitetsu.co.jp/
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１．はじめに
１．１．研究の背景と目的

福岡市は、九州地方最大の人口規模を持つ都市
である。その都市部はコンパクトで交通利便性も
高く、商業・業務等の機能集積や豊かな自然環境
と相まって、市民評価も高い（１）（２）（３）。一方、そ
の中心部に警固断層が縦断し、震災施策も大きな
課題の一つである。警固断層（南東部）で地震が
発生した場合、2005 年の地震よりも多くの建物が
倒壊し、多数の犠牲者が出ると予測されている（４）

（図１）。
そのため、福岡市は、震災施策の推進のため、
リスク情報の公開を起点とした施策を 2007 年から
開始している。具体的には、地震による「ゆれや
すさマップ」（４）を公表し、市民意識の向上を図る
とともに、耐震改修に係る条例制定、各種公共事
業等を実施している（５）。
リスク情報の公表及び充実は、市民と行政との
リスク・コミュニケーションの展開の基礎である
とともに、中長期的視点において、市民の自発的

選択による安全な土地利用への改編にも寄与する
ものであり、その取組みを拡大していくことが重
要である。
しかしながら、市民の「ゆれやすさマップ」の

認知度やリスク情報の公表や充実等に関する意識
は把握されておらず、これと関連づけた震災施策
を講ずるに十分な分析がなされているとはいえない。

福岡市の震災施策の促進に関する一考察
－リスク情報の公表・充実を起点とした施策展開－

鐘江　正剛　Seigo KANEGAE

九州大学大学院工学府都市環境システム工学専攻博士課程

梶田　佳孝　Yoshitaka KAJITA

東海大学工学部土木工学科准教授

外井　哲志　Satoshi TOI

九州大学大学院工学府都市環境システム工学専攻准教授

要旨：福岡市は、2005 年の福岡県西方沖地震の震災を教訓として、リスク情報である「ゆれやすさマップ」の公開を
起点に各種の震災施策を実施している。リスク情報の公表及び充実は、市民と行政とのリスク・コミュニケーション
の展開の基礎であるとともに、中長期的視点において、市民個人の自発的選択による安全な土地利用への改編にも寄
与するものであり、その取組みを拡大していくことが重要である。そこで、本研究では、福岡市民に対する防災等に
関する意識調査をもとに意識構造を分析し、震災施策の促進について考察し知見を示した。

■キーワード：リスク情報、ゆれやすさマップ、リスク・コミュニケーション、意識調査、共分散構造分析、福岡市

 

図１　福岡市中心部と活断層位置図
出典：地震調査研究本部公表資料を引用

http://www.jishin.go.jp/yosokuchizu/katsudanso/f108_kego.htm



28 福岡市の震災施策の促進に関する一考察

本研究では、福岡市民に対して「ゆれやすさマッ
プ」をはじめとするリスク情報の公開等に関する
意識調査を実施し、調査結果を踏まえ、福岡市に
おける震災施策の促進ついて考察し、知見を示す。
１．２．研究方法

本研究では、はじめに震災施策の促進に係るリ
スク情報の公表の効果について整理し、福岡市の
施策の現状を概観する。
次に、福岡市民を対象に防災等に関する意識調
査を行う。単純集計により一般的な傾向を把握す
る。その際、国が過年度に実施した世論調査（全国）
結果との比較を行い、福岡市の特性を把握する。
さらに、福岡市の今後の震災施策の考察として、
リスク情報の公表・充実、防災意識等と行政に求
められている施策との相互関係を共分散構造分析
等により解析し、解析結果等をもとに震災施策の
促進に関する知見を示す。

２．リスク情報の公開の効果と福岡市の現状
２．１．リスク情報の公開の効果

都市における被害は、原因となるハザード（外力）
と脆弱性（社会の弱さ）との関係で「被害＝ハザー
ド×脆弱性」と表現することができ、ハザードで
ある自然現象は人間の力でコントロールできない
が、脆弱性を減少させることは可能
である（６）。
つまり、『「ハザードを把握した上
で、「位置」（ハザードから離す）、「質」
（ハザードに対応させる）、「密度」（暴
露量を減らす）』の視点で検討するこ

とが重要である。そのため、リスク情報は、これ
ら項目を網羅し想定される被害の程度を把握でき
るものが有用である。
先進的なリスク情報としては、東京都が公表し

ている地震危険度（７）を挙げることができる。地震
危険度は、原因となるハザードとして地震力を設
定し、脆弱性として、建物、地盤の分類等を踏ま
えたうえで、建物の危険性や火災の発生による延
焼の危険性を測定し、地震危険度として５段階の
相対評価値を地震に対する総合的な危険性を考え
る指標として示している。墨田区等（８）では、街区
レベルで、延焼火災と地震時の避難等の危険性を
把握し、より詳細な情報を提供している。
リスク情報の公開は、市民と行政とのリスク・

コミュニケーションの起点となる。リスク・コミュ
ニケーションは、「課題認識」、「議論形成」、「政策
の正当化」という過程を踏みながら、個人の具体
的行動や公的主体等による防災施策の社会的受容
の醸成に至る。
その際、第一義的には、個人の自発的選択に基

づく行動を重視することが必要である。なぜなら、
土地利用制限、事業実施等、行政の直接的介入は、
一定の政策目的を追求しているものの「消費者の
選好を必ずしも反映しない、公的セクターの判断

図２　被害とハザード及び脆弱性との
　　　関係　出典：文献（６）

 

【被害＝ハザード×脆弱性】 

図３　防災施策推進のプロセス　出典：文献（９）～（12）をもとに著者作成図 3 防災施策推進のプロセス 出典：文献（9）～（12）をもとに著者作成 
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に基づくものが多い」、「画一的で強い介入を伴う
ものになりがち」、「結果、消費者の多様な選好に
基づく最適化行動をゆがめ、全体の厚生水準を下
げてしまう」等の批判があるからである（９）。ただし、
「課題認識」の段階で、その実情が相隣環境ひいて
は社会全体に負の影響を及ぼす可能性が考えられ
る場合、情報の非対称性の解消のみでは、施策と
して不十分な場合が存在する。そのような場合に、
公的主体による直接介入に対する社会的受容が高
まる。政策の選択は、負の外部性や被害想定等の
程度を踏まえ、各種施策から選択されることにな
る。この過程を踏み、政策が正当化され、実施に
移行することになる。このプロセスを体系化した
ものが図３である。
また、リスク・コミュニケーションの過程に着
目すると、それには「態度変容」過程と「行動変容」
過程があり、「態度変容」の過程においては対象者
の理解度に応じて適切なコミュニケーションを図
ることが重要であること、及び「行動変容」過程
へ移行させる段階では具体的な対応案を提示し実
行意図を活性化させていくことが重要とされてい
る。また、実行意図を促す施策には「構造的方略」
と「心理的方略」があり、コミュニケーションの
主体から対象者に対しそれを効果的に実施するに
は、２つの方略を適切に組み合わせて実施するこ

と、及び対象者の施策に対する理解の熟度にあわ
せた具体的なアドバイスを行うことが重要とされ
ている（10）（11）（図４）。
２．２．福岡市での施策の現状

福岡市では、都心中心部に警固断層（南東部）
が縦断し、この断層を震源とする地震が発生した
場合、2005 年の福岡市西方沖地震の時よりも甚大
な被害が発生することが予想されている（５）。その
ため、福岡市当局は「ゆれやすさマップ」（４）を公
開している。
「ゆれやすさマップ」とは、「地盤の状況とそこ
で起こりうる地震の両面から地域の揺れやすさを
震度として評価したもの」である（４）。一方、地震
による建物の被害や地域の被害は、揺れの強さだ
けでなく、建物の構造、建築年次によって被害の
割合が異なるので、現時点での情報は必ずしも十
分なものとはいえない。
福岡市の震災施策の現状を、図４の項目と突合

させると次のとおりである。福岡市当局の現在の
リスク・コミュニケーションの目的は、市民が居
住地の震度想定を確認し、自分の建物の耐震性能
の確認の機会を与えること、加えて、自発的な耐
震改修を進める行動変容をも引き起こすことにあ
る。その目的達成のため、福岡市当局は、心理的
方略として、リスク情報の公開とともに防災訓練
等の実施を、構造的方略として耐震改修の助成制
度の創設、建物の構造設計条件の強化の義務化等
を実施している。
このリスク・コミュニケーションの熟度は、数

十年来震災の危険性が叫ばれている首都圏や東海
地方等と比較すると、福岡市の場合、震災施策の
うち個人の耐震改修に特化し地域全体での施策の
推進を意図するに至っていないことや、公表され
ているリスク情報についても先進都市と比較して
充実度が劣る等、その取組みは途上段階にある。
また、リスク情報の公表や充実は、図３のリスク・

コミュニケーションを通じた社会的受容の醸成に
より、個々の自発的選択に基づき、そのリスクか
ら回避する行動を誘発する効果を有している。中

図４　リスク・コミュニケーションの構図
出典：文献（11）、（12）をもとに著者作成
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川の研究（９）によると、東京都 23 区では、福岡市
のリスク情報よりもより充実した内容である地震
危険度が公表されており、地震危険度の程度が市
民個人の自発的選択による安全な土地利用の選択
の結果として、地価にその影響が及んでいること
を示している。しかし、福岡市ではそうした効果
は現時点では確認できず、このことからも途上段
階であることがうかがえる１）。
確かに、福岡市の都市構造において、警固断層
が福岡市都心部を縦断し、その直上や震度レベル
が高い範囲の土地利用に規制を課すことは、社会
的・経済的影響が大きく、これ以上の規制強化等
は困難との見解もある。
しかし、想定される被害の内容やその蓋然性が
把握できるリスク情報への充実等を行いながら、
市民と行政のリスク・コミュニケーションを熟成
化させることで、福岡市でも、個人レベルの耐震
に向けた啓発に留まらず、地域全体での施策展開
や市民個人の自発的選択による安全な土地利用へ
の改編等への発展が可能と考えらえる。
福岡市の特性を踏まえ、市民の受容意識と行政
が実施する施策との関係性を明確にしたうえで、
施策を取捨選択し実施することは、今後の震災施
策を展開するうえで、有用と考えらえる。
それを実現するためには、市民のリスク情報の
認知度や防災に関する意識のレベル、そのレベル
やニーズに応じた心理的方略や構造的方略等の施
策の効果的な組合せを把握することが重要であり、
ここに市民の防災意識等の把握と構造分析の必要
性が見出される。

３．意識構造の把握
３．１．調査の概要

本研究で実施したアンケート調査の概要は表１
とおりである。また、男女比、年齢構成比は、表２、
表３のとおりである。なお、本調査では、将来的
な行動計画や個人資産への制約の是非等を問うも
のも含まれており、それらの取捨選択が可能であ
る世帯の意向を代表する世帯主の意向を代表する

世帯主に対して回答を求めている。世帯の意思決
定の中心は、40 歳代～ 70 歳代であり、サンプル数
としては十分なデータを入手できているといえる。

また、国では過年度に「防災に関する世論調査」
（表４）を実施（1997、1999、2002 に実施。）しており、
この世論調査と比較可能な質問項目は、全国的な
世論と福岡市民の意識との違いを探るために活用
することとした。

表１　意識調査の概要

 

調査期間 調査期間：2011年10月4日～10月13日

調査対象・地区

調査対象者は福岡市全域に住む住民、調査対象地域は無作為
2段階抽出により選定し、調査は郵送方式（各戸配布・郵送返送）
にて実施した。
 ＊　世帯の意向を代表する世帯主に対して回答を求めた。

配布数・回収率 配布数：10，000通、有効回答2143通（回収率：21.4％）

質問項目

調査項目は個人属性のほか、
　①　市民の災害に対する意識
　②　情報公開に関する意識（ハザードマップの認知度や
　　　必要性、ハザードマップの充実の必要性等）
　③　行政が実施する防災対策に対する意識
　を主な質問項目とした。
　
　【内閣府調査（世論調査）との同一項目】
　　　被災経験、居住地域に対する危険意識、
　　　危険と感じること、大地震の際に心配なこと
　　　自主防災活動との関わり
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川の研究（９）によると、東京都 23 区では、福岡市
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３．２．意識調査結果

（１）市民の災害に対する意識

市民の災害に対する意識について、国が過年度
に実施した世論調査（表１）との比較を行いながら、
福岡市民の意識の特性を把握した（図５）。
「被災経験」では、「被害を受けたことがある
（28.9%）」、「災害に対して恐怖を感じたことがある
（53.4%）」の回答があり、多くの市民が何らかの被
災経験があると回答した。
「居住地域に対する危険意識」では、「自分の居住
地域は安全という意識（56.3%（6.2％＋ 50.1％））」、
「危険という意識（41.1%（34.9％＋ 6.2％））」の回

答があり、自分の地域が安全と回答した割合の方
が 15.3% 高い。世論調査では「安全・ある程度安全」
が 60％半ばであり、本調査ではそれよりもやや低
いものの、概ね同じ傾向にあった。
「危険と感じること」では、阪神・淡路震災直後
の世論調査（1995）では、もっとも危険と感じる
災害を「地震（63.5％）」と回答していたが、2002
年では、台風の値を下回るようになった。本調査
では、地震の割合がもっとも高く、世論調査（1995）
レベル以上となった。また、昨今の水害の影響も
あり、河川の氾濫も高い割合を占めた。
「大地震の際に心配なこと」では、世論調査と同

図５　災害に対する意識
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様に「火災の発生」「建物の倒壊」が高い割合を占
めた。しかし、本調査では、「火災の発生」よりも「建
物の倒壊」の値が高く、福岡市の特性と考えられる。
「自主防災活動の関わり」では、世論調査の「参
加したことがない（57.9 ～ 69.1％）」の回答に対し、
本調査では 71.6% の回答があった。おおむね同水
準であるが、防災意識の向上が必要と考えられる。
（２）情報公開に対する意識

本調査では、ゆれやすさマップが具体的にどの
ようなものかを調査票に示し、その認知状況やリ
スク情報の公表等に関する意識を調査した（図６）。
「ゆれやすさマップの認知状況」では、「知って
いる（40.9%）」、「知らない（57.5%）」の回答があり、

知らないという回答が過半数を占めた。一方、こ
のマップの公表や充実に対し、賛同する意見が高
い割合を占めた。
「ゆれやすさマップの公表を必要とする理由」で
は、「自宅等が安全かどうかの判断材料にするため
（85.0%）」や「身のまわりの防災・避難の準備を充
実させるため（56.1%）」が高い割合を占める一方、
「費用がかかる対策の判断材料とするため（16.3％）」
に留まった。このマップが身の回りの防災に関す
る判断の材料になり得ること、現時点では重要な
事項の判断材料としては活用されていない。
「ゆれやすさマップの充実が必要な理由」では、

「今の情報量では危険性が分からないから（41.4%）」

図６　情報公開に関する意識

図７　行政が実施する防災施策に対する意識
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４　居住地・住宅の選択のための判断材料とするため
５　その他

１　今の情報量では、危険性がわからないから
２　現在の情報でもおおよそ危険性はわかるが、もっと正確な情報が知りたいから
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や「現在の情報でもおおよそ分かるが、もっと正
確な情報が知りたいから（56.7％）」の回答があり、
高い割合を占めた。より具体的なリスク情報の提
供が求められていることが把握できる。
（３）行政が実施する防災施策に対する意識

リスク情報に基づく土地利用規制の必要性と規
制の内容、防災施策に関する行政関与の意識（行
政が行うべき防災施策）に関する意識を調査した
（図７）。
「リスク情報に基づく規制の必要性」では、「強
める必要がある（70.2%）」、「強める必要はない
（12.5%）」の回答があった。行政が規制や制限を行
うことに一定程度、受容意識があることを把握し
た。
「リスク情報に基づく規制の内容」では、「構造
強化等の条件の付与（86.8%）」が最も高い割合を
占めた。「居住等を禁止（10.7%）」の回答は低い割
合に留まり、居住禁止のような強い規制を想定し
ていないことが把握できる。
「行政に求める防災施策」では、「公共事業の実
施（49.0%）」と「個人への助成金の交付（33.0％）」
の回答があり高い割合を占め、「マップの公表や規
制で十分（7.9%）」の回答は低い割合であった。リ
スク情報の公開の他に、行政が公共事業を実施す
ることへの期待感があることが把握できる。
「地域防災力の向上のための主体」では、「行政が
主体となって対策を進めていく行政主導（46.0%）」
の回答がほぼ半数を占めた。このことから市民は、
行政が防災施策の主体となることに一定の期待感
があることが把握できる。「個人主導（26.1%）」や
「地域主導（21.0％）」の回答があり、個人や地域の
活動が重要との意識が一定程度あることが把握で
きる。
（４）単純集計の結果

福岡市民を対象に防災等に関する意識調査の単
純集計の結果は以下の通りである。
市民は、危険と感じる災害を地震と認識してい
る。また、昨今の水害の影響もあり、河川の氾濫
にも危険意識がある。

大地震の発災時には「建物の倒壊」、「火災の発生」
の順でその危険性を感じている。
リスク情報の公開や充実については、多数が賛

同的な意識を有している。現状のリスク情報は、
自分の身の回りの防災に関する判断の材料には役
立てられているが、居住地選択等の判断材料等、
将来に影響を及ぼすような重要事項の判断材料と
して認識されていない。
また、福岡市民は行政が規制をかけることに一

定の理解はあるが、受容できるのは上乗せ規制等
であり、居住禁止等の強い規制は想定していない。
防災施策は公共の主導により推進することを望

む意識が多数を占めるが、個人や地域での改善の
意識も一定程度ある。
３．３．共分散構造分析

（１）全サンプルを対象とした分析結果

３. ２. では、各項目の意識を単純集計により把
握したが、リスク情報の意識は行政関与の意識に
影響を与え、行政関与の意識は土地利用規制に関
する意識に影響を与える等、これらはある構造で
項目相互に直接的あるいは間接的に影響を及ぼし
あっていると考えられる。これらの各項目間の因
果関係全体を考察することが可能である共分散構
造分析を用いて、分析を行った。
変数は、表５の「情報公開」、「情報公開の充実」、

表５　各変数に係る項目

 

変数
（潜在変数）

項目
（観測変数）

行政関与
・　公共事業の実施
・　個人への助成金の交付
・　マップの公表等で十分

土地利用
規制

・　土地利用の禁止
・　構造強化等の条件を付加
・　その他
・　規制不要

情報公開の
充実（*）

・　必要
・　不要

情報公開

・　居住地等の選択のための判断材料
・　費用のかかる対策（耐震改修等）の判断材料
・　防災・避難の準備の充実
・　安全かどうかの確認
・　その他
・　不要

　＊　ダミー変数化したため、観測変数扱いとする。
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「土地利用規制」、「行政関与」の各変数と項目を対
象とし、変数ごとに項目をダミー変数化して分析
を行った。ダミー変数化に伴って、分析では「行
政関与」では「マップの公表等で十分」、「土地利
用規制」では「その他」、「情報公開の充実」では「不
要」、「情報公開」では「その他」の各項目を除い
ている。
なお、回答数 2,143 のうち、有効なパス解析を行
うため、欠損値の項目を持つサンプルを取除いた
1,712 を分析対象とした。
因果構造モデルは、試行錯誤の結果、意味的に
妥当であり、かつ適合度が比較的よい結果が得ら
れた構造を選定した（図８）。適合度指標 GFI ＝
0.893、AGFI ＝ 0.839 とモデル全体の統計的有意性
は高い。また、標準化係数はそれぞれ図８のパス
上の数値のとおりである。なお、全ての係数の p
値はほとんど０に近く、妥当である。
この因果構造モデルは、変数間の関係をみると

「情報公開の充実←情報公開」（図８パス①、係数：
0.422）、「行政関与←情報公開の充実」（図８パス②、
係数：0.429）及び「土地利用規制←行政関与」（図
８パス④、係数：0.376）に因果の高いパスが存在
する。また、「土地利用規制←情報公開の充実」は、
他と比較して、弱いが因果のパスが存在する（図
８パス③、係数 0.101）。つまり、情報公開の実施・
充実は、公共事業等の実施等の行政関与、土地利
用の禁止等の土地利用規制に対して、直接的及び
間接的な影響を及ぼすことを示している。
また、項目別では「情報公開」は、「安全かどう
かの確認」との因果が最も高く（係数：0.439）、そ
れ以外は、ほぼ同程度の因果の強さになっている。
「行政関与」では、「公共事業の実施」（係数：0.342）
が「個人への助成金の交付」（係数：0.162）と比べ
因果が強くなっている。「土地利用規制」では、「構
造強化等の条件を付加」との因果が最も高く（係数：
0.973）、「土地利用の禁止」とは係数 0.045 と低い値
となっている。この結果は、３. ２. の単純集計結果
と同傾向を示すものとなっている。
また、この因果構造は、図４に示した「心理的

方略（情報公開等）」と「構造的方略（行政関与、
土地利用規制）」の相互関係を示し、リスク・コミュ
ニケーションの展開の全体像を示すものといえる。
（２）属性別の分析結果

次に、居住環境や行政施策等について意識の相
違が想定される世代別、定住意識、所有形態の属
性別に、母集団を分けた共分散構造分析を行なっ
た。その結果を表６に示す。
世代別の分析結果では、「40 歳未満」では、全サ

ンプル値と比較して、「行政関与←情報公開の充実」
（図８パス②）の係数が低く、「土地利用規制←情
報公開の充実」（図８パス③）の係数が高い。また、
情報公開の各項目の係数全般的に低く、特に「防
災・避難の準備の充実」、「費用のかかる対策の判
断材料」が低くなっている。一方で「情報公開の
充実←情報公開」（図８パス①）の係数は同水準で
あることから「情報公開の充実」への期待感は保
有していると考えられる。この結果から、「40 歳未
満」に対しては、情報公開の充実は土地利用規制
への受容性を直接的に高める効果があるといえる。
一方、「40 歳以上」では、「土地利用規制←行政関与」
（図８パス④）の係数が高く、行政関与への依存が
高いことが把握できる。
定住意識別の分析結果では、「定住意識なし」で

は、全サンプル値と比較して、「行政関与←情報公
開の充実」（図８パス②）の係数が低く、「土地利
用規制←行政関与」（図８パス④）の係数が高い。
また、行政関与の各項目のうち、「公共事業の実施」
の係数が高く、「個人への助成金の交付」の係数が
低い。
また、情報公開の各項目の係数が全般的に低く、

「情報公開」を起点とした「土地利用規制」へのパ
スの係数は比較的低くなっている。
この結果から、「定住意識なし」は、土地利用規

制の受容の醸成には、より積極的な行政関与が必
要と考えられる。なお、「定住意識あり」の各係数は、
全サンプルとほぼ同程度であり、同じ特徴を有す
るといえる。
所有形態別では、各係数から、「持家以外」が「定
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所有形態別では、各係数から、「持家以外」が「定
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住意識なし」、「持家」が「定住意識あり」と同様
の特徴を持つといえる。
（３）共分散構造分析の結果

共分散構造分析の結果は以下の通りである。
情報の公開、充実、行政関与、土地利用規制が
相互に関連している。また、この因果構造は、図
４に示した「心理的方略（情報公開等）」と「構造
的方略（行政関与、土地利用規制）」の相互関係を
示し、リスク・コミュニケーション推進のための
全体像を示すものといえる。
情報の公表・充実は、「土地利用規制」に直接的
に影響を与える「行政関与」への影響を間接的に
与えること（図８パス①、②、④）、及び、「土地
利用規制」に直接的な影響を与える（図８パス①、
③）ことから、土地利用禁止等の土地利用規制へ
の受容性を高め、安全な土地利用への誘導に寄与
する構造である。
また、各属性間の分析（表６）については、「40
歳未満」では、情報公開の充実により、土地利用

規制への受容性をより直接的に高める効果がある。
「定住意識なし」、「持ち家以外」では、情報公開
と土地利用規制の因果が他と比較して弱いため、
土地利用規制の受容の醸成には、より積極的な「行
政関与」が必要である。

４．まとめ
震災施策の推進のためには、市民の受容意識と

行政が実施する施策との関係性を明確にしたうえ
で、施策を取捨選択し実施することが有用である。
そのためには、市民のリスク情報の認知度や防災
に関する意識のレベル、そのレベルやニーズに応
じた心理的方略や構造的方略等の施策を効果的に
組み合せて実施することが重要である。
本研究では、福岡市民に対する防災等に関する

意識調査をもとに意識構造を分析し、次の震災施
策の促進に関する知見を示した。

○　福岡市民の多くは、リスク情報の公開や充実

図８　リスク情報の公開・充実に対する市民意識、行政関与、土地利用規制に関する因果構造
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に対して賛同的である（３. ２.（２）、３. ２.（４）
参照）。

○　危険と感じている災害は地震であり、特に、
「建物の倒壊」に危険性を感じている点に着
目したリスク情報の充実が必要と考えらえる

（３. ２.（１）、３. ２.（４）参照）。
○　リスク・コミュニケーションの推進にあたっ

て、「心理的方略（情報公開等）」と「構造的
方略（行政関与、土地利用規制）」が相互関係
に関連していることに鑑み施策を検討するこ
とが肝要である。つまり、リスク情報の公開
や充実（「心理的方略」の充実等）に応じ、関
連施策（「構造的方略」）の充実等が必要と考
えられる（３. ３.（１）、３. ３.（３）参照）。

○　上記を踏まえたリスク・コミュニケーション
の実施にあたっては、世代別等の各属性別に
相互関連の程度に差異があることに留意し
対応等を検討・実施することが肝要である

（３. ３.（２）、３. ３.（３）参照）。

本稿で示した因果構造図（図８）は、現時点で
の福岡市民の意識構造を分析したものに過ぎない

が、「心理的方略」、「構造的方略」の各項目におけ
る施策内容の充実や醸成させることは、個々の震
災対策に留まらず、地域全体での施策実施や市民
個人の自発的選択による安全な土地利用への誘導
の可能性を示唆するものと考えらえる。

具体の施策実施にあたっては、この因果構造等
に留意しつつ、施策実施の効果等の検証を行うこ
とが必要と考えられる。

本研究では、福岡市民に対する意識調査結果に
基づく実態に即した知見であり、今後の福岡市の
施策検討の一助となれば幸いである。

注釈
１） この研究では、地価関数の被説明変数である地価デー

タに地価公示を用い、説明変数に建物危険度に加え、
東京駅までの時間距離、最寄り駅までの道路距離、容
積率、ガス・水道にかかるダミー、用途区分ダミー、
地方自治体ダミー、路線ダミーのデータを採用しヘド
ニック分析を行っている。結果、１％水準で建物危険
度の高さがマイナス側に有意な差があることを確認し
ている。

　　　この研究を参酌し福岡市を対象に、地価関数の被説

表６　属性別適合度指標値及び係数

 

係数（a） 係数（ア） 　ア-a 係数（イ） 　イ-a 係数（ウ） 　ウ-a 係数（エ） 　エ-a 係数（オ） 　オ-a 係数（カ） 　カ-a

① 情報公開の充実 ← 情報公開 0.422 0.415 -0.01 0.414 -0.01 0.426 0.00 0.408 -0.01 0.429 0.01 0.407 -0.02

② 行政関与 ← 情報公開の充実 0.429 0.249 -0.18 0.453 0.02 0.445 0.02 0.347 -0.08 0.464 0.04 0.314 -0.12

③ 土地利用規制 ← 情報公開の充実 0.101 0.215 0.11 0.075 -0.03 0.095 -0.01 0.112 0.01 0.089 -0.01 0.130 0.03

④ 土地利用規制 ← 行政関与 0.376 0.403 0.03 0.446 0.07 0.372 0.00 0.396 0.02 0.371 -0.01 0.416 0.04

← 0.293 0.276 -0.02 0.296 0.00 0.315 0.02 0.222 -0.07 0.306 0.01 0.257 -0.04

← 0.126 0.054 -0.07 0.143 0.02 0.118 -0.01 0.143 0.02 0.131 0.01 0.099 -0.03

← 0.201 0.082 -0.12 0.212 0.01 0.216 0.02 0.143 -0.06 0.229 0.03 0.115 -0.09

← 0.439 0.421 -0.02 0.446 0.01 0.445 0.01 0.421 -0.02 0.467 0.03 0.371 -0.07

← - - - - - - -
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← 0.342 0.382 0.04 0.340 0.00 0.326 -0.02 0.398 0.06 0.334 -0.01 0.387 0.05

← 0.162 0.119 -0.04 0.155 -0.01 0.182 0.02 0.084 -0.08 0.177 0.02 0.111 -0.05

← - - - - - -
← 0.045 0.039 -0.01 0.050 0.01 0.055 0.01 0.023 -0.02 0.057 0.01 0.019 -0.03

← 0.973 0.963 -0.01 0.975 0.00 0.971 0.00 0.980 0.01 0.974 0.00 0.969 0.00

← - - - - - - -
← -0.989 -0.987 0.00 -0.989 0.00 -0.989 0.00 -0.988 0.00 -0.988 0.00 -0.992 0.00
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に対して賛同的である（３. ２.（２）、３. ２.（４）
参照）。

○　危険と感じている災害は地震であり、特に、
「建物の倒壊」に危険性を感じている点に着
目したリスク情報の充実が必要と考えらえる

（３. ２.（１）、３. ２.（４）参照）。
○　リスク・コミュニケーションの推進にあたっ

て、「心理的方略（情報公開等）」と「構造的
方略（行政関与、土地利用規制）」が相互関係
に関連していることに鑑み施策を検討するこ
とが肝要である。つまり、リスク情報の公開
や充実（「心理的方略」の充実等）に応じ、関
連施策（「構造的方略」）の充実等が必要と考
えられる（３. ３.（１）、３. ３.（３）参照）。

○　上記を踏まえたリスク・コミュニケーション
の実施にあたっては、世代別等の各属性別に
相互関連の程度に差異があることに留意し
対応等を検討・実施することが肝要である

（３. ３.（２）、３. ３.（３）参照）。

本稿で示した因果構造図（図８）は、現時点で
の福岡市民の意識構造を分析したものに過ぎない

が、「心理的方略」、「構造的方略」の各項目におけ
る施策内容の充実や醸成させることは、個々の震
災対策に留まらず、地域全体での施策実施や市民
個人の自発的選択による安全な土地利用への誘導
の可能性を示唆するものと考えらえる。

具体の施策実施にあたっては、この因果構造等
に留意しつつ、施策実施の効果等の検証を行うこ
とが必要と考えられる。

本研究では、福岡市民に対する意識調査結果に
基づく実態に即した知見であり、今後の福岡市の
施策検討の一助となれば幸いである。

注釈
１） この研究では、地価関数の被説明変数である地価デー

タに地価公示を用い、説明変数に建物危険度に加え、
東京駅までの時間距離、最寄り駅までの道路距離、容
積率、ガス・水道にかかるダミー、用途区分ダミー、
地方自治体ダミー、路線ダミーのデータを採用しヘド
ニック分析を行っている。結果、１％水準で建物危険
度の高さがマイナス側に有意な差があることを確認し
ている。

　　　この研究を参酌し福岡市を対象に、地価関数の被説

表６　属性別適合度指標値及び係数
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① 情報公開の充実 ← 情報公開 0.422 0.415 -0.01 0.414 -0.01 0.426 0.00 0.408 -0.01 0.429 0.01 0.407 -0.02

② 行政関与 ← 情報公開の充実 0.429 0.249 -0.18 0.453 0.02 0.445 0.02 0.347 -0.08 0.464 0.04 0.314 -0.12

③ 土地利用規制 ← 情報公開の充実 0.101 0.215 0.11 0.075 -0.03 0.095 -0.01 0.112 0.01 0.089 -0.01 0.130 0.03
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← - - - - - - -
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← 0.342 0.382 0.04 0.340 0.00 0.326 -0.02 0.398 0.06 0.334 -0.01 0.387 0.05

← 0.162 0.119 -0.04 0.155 -0.01 0.182 0.02 0.084 -0.08 0.177 0.02 0.111 -0.05

← - - - - - -
← 0.045 0.039 -0.01 0.050 0.01 0.055 0.01 0.023 -0.02 0.057 0.01 0.019 -0.03

← 0.973 0.963 -0.01 0.975 0.00 0.971 0.00 0.980 0.01 0.974 0.00 0.969 0.00

← - - - - - - -
← -0.989 -0.987 0.00 -0.989 0.00 -0.989 0.00 -0.988 0.00 -0.988 0.00 -0.992 0.00
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明変数である地価データに地価公示を用い、説明変数
にゆれやすさマップによる危険度、博多駅、天神駅ま
での時間距離、最寄り駅までの道路距離、容積率、用
途区分ダミー、路線ダミーのデータを採用し、ゆれや
すさマップの公表前後（2007 ～ 2012）の各年を対象に
ヘドニック分析を行ったが、危険度の高さと地価との
関係に有意な差（１％、５％水準）は見られず、また、
危険度が高い地点が都心部に集中していること等から、
危険度の標準回帰係数が地価と同符号で、危険度が増
すと地価が上昇するという結果となり、危険度が地価

に影響を及ぼしていることは確認できなかった。
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